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1. 研究背景・課題 
1.1. 研究背景 
我が国では毎年豪雨や地震等によって多くの産

地被害が発生している.[1] 

図 1 に昭和五十七年から令和三年までに発生し

た土砂災害発生件数の推移を示す. 

 
図 1 土砂災害発生件数の推移 

図 1 より 10 年毎の土砂災害発生件数の平均は

年々増加していることがわかる. 

 増加している土砂災害における救助活動におい

ては次に示すような特性[2]を持っている. 

1） 広範囲に及ぶ大規模な救助事案が瞬時に発

生し,多数の活動機関と連携して活動を行う 

2） 災害初期段階においては対応力が不足して

いるため,効率的・重点的な救助活動が必要 

3） 災害現場が立体的かつ広範囲となり,地上か

らの現場把握が困難 

4） 二 次 被 害 の 危 険 性 が 極 め て 高 い 環 境 

での活動 

以上の特性がある土砂災害において,近年手軽か

つ短時間で俯瞰的情報の入手,二次被害の可能性

が高いエリアの状況把握を期待されドローンが

活用されている. 

 

 

 

 

 

1.2. 研究課題 
 現状ドローン 1 台に対して 1 人以上の操縦者が

必要であり,人的資源が効率的でない.また,ドロ

ーンから入手した情報が救助に携わる関係機関

に適切に共有されていない.[3] 

2. 研究目的 
 本研究では 1 運航者による複数機運航による省

人化.捜索状況を反映させた共有地図の作成.省

人化・共有地図を組み込んだ救助支援システム

の構築・検証を目的とする. 

3. 提案手法 
3.1. 提案手法概要 
 システム概要図を図 2 に示す. 

 
図 2 システム概要図 

はじめに災害発生前後の衛星画像を取得する.取

得した 2 時期の衛星画像を比較し,土砂災害発生

地域を推定.推定して地域の中から捜索危険度が

高い地域を飛行するようなルートを策定する.ド

ローンを策定したルートで飛行させ,カメラを用

いて災害状況の把握,要救助者の発見を行う.取

得した情報は指揮本部に送信し,情報を整理させ

たのち捜索部隊に共有する.捜索部隊の状況を地

図上に反映させた共有地図を関係機関と共有. 

3.2. 衛星画像 
 本研究では,5m×20m という中程度の分解能,回

帰日数が 10 日という高頻度で観測しているお宇

宙宇宙機関のレーダ衛星 Sentinel-1A/1B の衛星

画像[4]を用いる. 

3.3. 要救助者の発見 
 要救助者の発見には物体検出アルゴリズムを用

いる.本研究では,R-CNN より高速であり SSD と比
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べて多くのバージョンが提案されている YOLO[5]

を用いる. 

4. 実装 
4.1. 土砂災害発生地域の推定 
 本研究では災害が発生する前後の画像差分を取

ることで災害発生地域を推定した. 

 平成 30 年 7 月 6日に発生した広島県安芸郡熊野

町の土砂災害を対象として推定を行った. 

衛星画像は Sentinel-1A/1B の観測データが提供

されている E0 Browser[6]から災害前である 2018

年 6 月 16 日(06:08:18 JST)と災害後である 2018

年 7 月 11 日(06:08:20 JST)に撮影された画像を

取得した.2 時期の差分を計算し,差分の絶対値が

150 以上の閾値で二値化処理をした画像が図 3 で

ある. 

 
図 3 2 時期の差分による推定画像 

実際の土砂災害が発生した地域と比較した画像

が図 4 である. 

 
図 4 実際の被害地域と推定画像の比較画像 

PRT と書かれている地点と青いラインで示されて

いるのが実際の被害地域であり,白い点で示した

地点が災害発生と推定した地点である. 

 実際の被害地域は国土地理院が 7 月 9 日から 19

日に変えて撮影した空中写真から,本災害で発生

したと考えられる崩壊地等を判読したものをま

とめた Geojson ファイル[7]を参考に,Google 

Earth プロに重ね合わせて表示させた. 

5. 評価 
 土砂災害発生地域推定の精度評価は,国土地理

院が提供している崩壊地等分布図(ライン)[7]と

比較することで行いたいと考えている.また,救

助支援システム全体の評価に関しては,擬似的な

環境を用意し,本システムを使用した場合としな

かった場合の要救助者発見にかかる時間と捜索

した面積を比較することで評価したいと現時点

では考えている. 

6. まとめと今後の予定 
本研究の一部分である被害地域の推定を災害前

後 2 時期のレーダ衛星画像の差分を計算すること

で実装を行った.しかし,2 時期の差分を計算する

だけでは災害に関係ない変位も災害地域として

誤検出してしまった.この問題の解決には,いく

つかの災害前画像の平均をとった画像で差分を

計算することで災害以外での変化の影響を減少

させるといった手法が有効であると考えられる. 

また,ハザードマップや土石流警戒地域,急斜面

の崩壊警戒地域等の過去に土砂災害が発生して

いる地域や土砂災害が発生する可能性が高い地

域を推定した地理情報を活用することでより精

度を向上することができると考えている. 

今後は被害地域の推定精度向上,フライトルー

トの策定,ドローンによる要救助者の発見,共有

地図の実装を行う予定である. 
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